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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 当社は連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記載

しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第85期に関係会社株式及び関係会社社債を処分したため、第85期以降において、持分法を適用した場合の投

資損失は計上がありません。 

４ 第85期以前において、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

５ 第87期における１株当たり配当額 1.50円には、合併記念配当 0.50円が含まれております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 4,631,295 5,367,296 5,866,852 6,365,275 6,843,510

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △28,819 126,533 149,668 27,471 113,147

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) △504,466 161,553 169,160 109,902 95,120

持分法を適用した 
場合の投資損失

(千円) 19,785 215 ― ― ─

資本金 (千円) 1,915,119 1,915,119 2,077,434 2,321,658 2,321,658

発行済株式総数 (株) 37,609,999 37,609,999 44,102,586 52,243,375 52,243,375

純資産額 (千円) 1,395,746 1,596,070 2,124,424 2,756,178 2,684,612

総資産額 (千円) 3,436,450 3,639,198 4,646,153 5,345,566 5,880,685

１株当たり純資産額 (円) 37.11 42.45 48.17 52.83 51.47

１株当たり配当額 
(１株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

0 
(0)

0
(0)

0
(0)

1
( 0)

1.50
( 0 )

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △13.41 4.30 4.25 2.35 1.82

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 2.34 1.82

自己資本比率 (％) 40.6 43.9 45.7 51.6 45.7

自己資本利益率 (％) ― 10.1 9.1 4.5 3.5

株価収益率 (倍) ― 17.2 27.6 70.2 65.9

配当性向 (％) 0.0 0.0 0.0 42.5 82.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △111,033 94,409 163,557 △8,269 △14,589

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 25,531 △13,287 △260,447 △69,062 △224,860

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △70,000 8,191 759,932 311,160 689,299

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 471,234 559,313 1,222,185 1,456,014 1,905,863

従業員数 (名) 120 124 126 134 133



２ 【沿革】 

 
  

３ 【事業の内容】 

当社の事業目的は定款に記載されているとおりでありますが、現在行っている事業の内容は次のとおり

であります。 

  

 
  

４ 【関係会社の状況】 

当社は関係会社を有していないので、連結財務諸表並びにセグメント情報等も作成しておりません。 

  

昭和20年３月 大阪海運株式会社を設立、港湾運送事業、貨物自動車業、通関業等を開始。

昭和22年３月 現神戸支店を設置。

昭和23年４月 現東京営業所を設置。

昭和32年12月 現名古屋支店を設置。

昭和36年２月 関西運送株式会社(資本金225万円)を吸収合併。

昭和36年10月 大阪証券取引所の市場第２部に上場。

昭和37年１月 商号を大阪海運株式会社より株式会社大運へ変更。

昭和38年10月 大阪堺倉庫竣工。

昭和52年２月 本店の所在地を現在地に移転。

昭和59年11月 大阪南港雑貨センターを設置。

昭和63年11月 六甲物流センター竣工。

昭和63年11月 神戸支店を現在地に移転。

平成２年11月 大阪南港物流センターを設置。

事業別 事業内容

一般港湾運送事業

港湾運送事業法による個品限定（海貨無限定）業者として、海運貨物取扱業務、すなわ
ち不特定多数の荷主並びに船会社より委託された輸移出入船積貨物（個品運送貨物）の
港湾において行うはしけ運送及び沿岸荷役作業等の各種港湾業務を一貫引受けして行う
業務

一般区域貨物自動車 
運送事業

大小各型トラックによる一般陸運貨物の現地運送並びに集配業務、長距離貨物輸送業務
及び隔地間連絡輸送業務 
国際海上コンテナ貨物の内陸輸送業務

通関業 通関業法に基づく輸出入貨物の通関手続業務

倉庫業 倉庫業法に基づく普通倉庫の保管、荷役業務

損害保険代理業 自動車、火災、傷害及び海上等の各種損害保険の代理店業務

宅地建物取引業 宅地建物の売買・賃借等の代理並びに媒介業務



５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合は全日本港湾労働組合関西地方阪神支部に属し、組合員数は127名でユニオンショッ

プ制であります。 

なお、労使関係については概ね良好であります。 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

133 38.8 9.6 4,933



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期の国際経済状況は、米国内におけるイラク問題が依然くすぶり続けたなかで、2006年8月以降は

米国内住宅市場の冷え込みなどを背景にFRB（米連邦準備制度理事会）による再利上げ観測が後退し、

金融政策に対する先行き不安感が払拭されました。  

その後もタイでのクーデターや原油価格の高止まりなど懸念材料があったものの、企業の好業績や堅調

な株式市況などを背景に概ね堅調に推移しました。  

また中国経済は、沿海部と内陸部との経済格差が引き続き問題となり、是正政策を打ち出しています

が、北京オリンピック、上海万国博覧会に向けた経済発展は止まらない状況にあります。    

一方わが国経済情勢は、大手企業については、民間の自助努力によって緩やかな景気回復が確認され

る状況になってきました。  

このような中で当物流業界は、規制緩和と荷主企業の物流合理化による運賃料金の厳しい状況を改善で

きないままに推移しました。これに追い討ちをかけるように燃料費の高騰や６大港におけるコンテナヤ

ードの搬入搬出時の滞留問題が作業効率の悪化による諸経費の増加につながっています。 

当社はこのような事業環境のもと、顧客ニーズに対応した積極的営業活動を展開すると同時に、一層

の事務の効率化、経費の削減に努め、業績の向上に全力を挙げました。結果は次の通りとなりました。

  

当社の基幹である港湾運送部門の総売上は、5,411,474千円となり、前期比+9.6%となりました。  

輸出部門の取扱いは、1,855,845千円（前期比+7.1%）となりました。  

家電、機械、情報関連機器等が本年度も堅調な動きを示し、プラント輸出は国際複合輸送部門も絡め継

続的に推移しました。また、繊維、雑貨については日系企業の東アジア特に中国での生産体制が確立し

ているため、現地工場向け輸出の比率が大きく、輸入部門の取扱いと一連の流れに大きな変化は出てお

りません。コンソリ貨物（小口混載貨物）は営業努力の結果、上海、釜山をはじめ東南アジア諸国など

定期輸送の体制が確立しつつあります。   

 輸入部門の取扱いは、3,452,877千円（前期比+12.1%）となりました。  

売上高は新たな顧客開拓を進める営業努力の結果、堅調に推移しました。特に中国からの国際複合一貫

輸送が依然好調に推移した事に加え、プラント輸入も継続しました。  

しかしながら、自社倉庫上屋にてコンテナ出しを行う行為が大幅に減少し、通関後荷主に直送の作業が

大半を占め、作業収入の悪化傾向が続きました。また、コンピューターの有効利用により事務効率化を

図っておりますが、労働集約型産業からの脱皮は継続した課題であります。 

近海貨物の取扱いは、102,751千円（前期比△17.1%）となりました。  

前期は沖縄経済も一定下げ止まり感が確認される状況でありました。しかしながら、今期は原油高の影

響から船社の燃料費賦課金が年間複数回に及ぶに至り、荷主に負担要請するも厳しい状況が続いており

ます。現在の燃料費の高止まりに加え、荷主の代理店変更など不安定要素が大きく影響しております

が、営業担当者を投入し新たな市場拡大に努力しております。 

なお、前期までは、通関部門の収入を独立して記載しておりましたが、今期より港湾運送部門に含め

て計上しております。通関部門単独の取扱いは、輸出入取扱い増加が寄与し、527,199千円（前期比

+7.7%）でありました。 

  



自動車運送部門の総売上は、1,208,582千円（前期比+0.7%）となりました。  

海上コンテナ輸送は、参入規制緩和、排ガス規制による車両入れ替えに加え、荷主メーカーの物流合

理化から企業間競争が激化し、収受運賃・料金は依然として厳しい状況が続きました。また、大阪港を

はじめに６大港でのヤード搬出入の慢性的滞留問題から1台あたりの稼働率が大幅に低下しました。運

賃・料金の下落に加えて輸送効率の支障からの収益率の悪化につながりました。また、原油高止まりの

影響は、大きく輸送業者の経営を圧迫しておりますが、荷主からの輸送コスト低減要求が厳しく、運

賃・料金に転嫁することが極めて厳しい状態が続いております。併せて、NOｘ・PM規制による車両の入

れ替えも進めております。このような状況でありましたが、売上は前期とほぼ同額の1,072,407千円

（前期比△0.5%）となりました。  

フェリー輸送は、大阪―九州間の隔地間連絡輸送の取扱いと北海道航路は地方での景気の復活が確認

できない状況でありましたが営業努力の結果、124,702千円（前期比+1.8%）を確保できました。  

トラック輸送は、11,472千円（前期比+14.9%）となりました。 

  

倉庫部門の売上は、208,291千円（前期比△3.3%）となりました。     

堺倉庫は、各部店独立採算制を徹底する体制が確立されました。堺倉庫は保税部分と国内貨物の保管、

物流を取り扱っており、積極的営業努力に傾注しておりますが、内貨物流の荷動きに明るさが見えない

状況が続いています。  

南港R物流センターは内貨物流センターとして専用貸しのため安定的に推移しました。  

なお、南港雑貨センターＱ－１・３、神戸六甲物流センター、神戸六甲フレートステーションは社内

独立採算制を徹底し収支を捉えておりますが、港湾運送部門に包括しております。 

  

保険代理店その他収入は営業努力の結果、15,160千円（前期比+14.2%）と拡大しました。 

  

以上により、当社の当期営業収入は6,843,510千円（前期比+7.5%）、経常利益は113,147千円（前期

比+311.9%）、当期純利益は95,120千円（前期比△13.5%）となりました。 

  

以上のように全ての部門で社員一人ひとりが組織の中で何を為すべきかを独立採算制の中に反映させ

まいりました。これにより原価意識をもって仕事に取り組んでいくことができました結果、経常利益段

階まで前期比増収増益を確保することが出来ました。  

今後、関西商運株式会社と合併したことにより、両者の良いところを吸収しながら一丸となって新た

なロジスティクスを追求し、売上の拡大と経費の削減に向けなお一層努力を傾注する所存であります。

  



 
  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動により△14,589千円、投資活動により△

244,860千円、財務活動により+689,299千円となりました。この結果、現金及び現金同等物の期末残高

は、前期末比+449,848千円の1,905,863千円となりました。  

(イ) 営業活動によるキャッシュ・フロー 

△14,589千円（前期は△8,269千円）でありました。これは、法人税等の支払124,852千円が主な要因

となっております。（法人税等の支払は、有価証券売却益に対して課税された額が多いですが、キャッ

シュ・フロー計算書上は、「営業活動によるキャッシュ・フロー」で減算されます。） 

(ロ) 投資活動によるキャッシュ・フロー 

△ 224,860千円（前期は△69,062千円）となりました。これは、貸付金の貸付・回収による収支差△

150,600千円、有形固定資産の取得・売却による収支差△142,994千円などによるものです。 

(ハ) 財務活動によるキャッシュ・フロー 

+689,299千円（前期は+311,160千円）となりました。これは、借入金の借入・返済による収支差

743,380千円などに起因するものであります。 

  

第86期(前期)(千円) 第87期(当期)(千円) 対前期増減(千円) 増減比(％)

営業収入 6,365,275 6,843,510 478,234 +7.5

営業利益 37,719 115,916 78,196 +207.3

経常利益 27,471 113,147 85,676 +311.9

当期純利益 109,902 95,120 △14,782 △13.5



２ 【取扱の状況】 

取扱実績 

部門別収入実績 

 
(注１) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(注２) 前期までは、通関部門の収入を独立して計上しておりましたが、今期より港湾運送部門に含めて

    計上しております。 

    従来通りに計上した場合の部門別収入実績は、下記（参考）の通りです。 

(参考) 

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当物流業界におきましては規制緩和と荷主からの物流合理化要請により適正運賃料金の収受が厳し

く、薄利多売を行わざるを得ない状況が拡大してきております。  

このような状況の下、当社は如何なる経済環境にあっても安定した収益を図れるように荷主に直結した

輸送システムの開発を目指しております。 

① 港運業への脱皮 ②中国を中心とした東アジアでの拠点作りによる営業拡大 ③関東・名古屋地区

での一層の営業拡大 ④国際物流部門の新たな商品化が当社の４つの基本方針であります。 

海上コンテナ輸送は極めて厳しい環境にありますが、実運送部門としての位置づけを全社的に確認

し、充実発展させることが当社の大きな要になると考えております。 

このような営業強化策に加えて、財務体質の改善を目指して一層の経費削減と省力化に取組み、経営

の効率化と安定収益を目指します。  

また、株主と連携した施策を実行して営業基盤の確立を図ってまいります。 

  

部門の名称 収入実績(千円) 前期比(％)

港湾運送部門 5,411,474 +9.6

自動車運送部門 1,208,582 +0.7

倉庫部門 208,291 △3.3

保険その他部門 15,160 +14.2

合計 6,843,510 +7.5

部門の名称 収入実績(千円) 前期比(％)

港湾運送部門 4,884,275 +10.2

自動車運送部門 1,208,582 +0.7

通関部門 527,199 +4.1

倉庫部門 208,291 △3.3

保険その他部門 15,160 +14.2

合計 6,843,510 +7.5



４ 【事業等のリスク】 

１ 特有の法令に係るもの 

ＮＯｘ・ＰＭ法の規制により、自動車排気ガス対策の強化が求められております。当社としても、Ｎ

Ｏｘ・ＰＭ法規制対応車両を順次入れ替えて行く必要があり、その設備投資が一時的に発生し、当社の

業績に影響を及ぼすことが予想されます。 

  

２ ストックオプションと株式の希薄化について 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき平成１６年６月２９日

開催の定時株主総会の特別決議によりストックオプション制度を採用しております。この新株予約権の

付与により潜在株式が発生することとなり、平成１８年７月１日から平成２３年６月３０日までの新株

予約権行使期間中において株式の希薄化が予想されます。 

  

３ 当業界における海上運賃・関税等の一時的立替について 

当業界では長年の慣例として、荷主が払うべき海上運賃及び関税・消費税をサービスの一環として、

一時的に立替払いを行うことが一般的となっており、営業活動の拡大とともに増加して行く傾向にあり

ます。これが営業活動におけるキャッシュ・フローの推移に今後も影響を及ぼすものと予想されます。

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

関西商運株式会社との合併 

当社及び関西商運は平成18年４月27日に各取締役会において、平成19年４月１日を期日とした合併につ

いての合併契約書を締結しております。 

平成18年６月28日の株主総会において、当社と関西商運株式会社（以下関西商運）との合併契約が承認

されております。 

当社及び関西商運は、平成19年４月１日を期日として、大運を存続会社、関西商運を消滅会社とする合

併を行いました。（合併登記日は平成19年４月２日） 

  

合併の概要は以下のとおりです。 

１．合併の目的 

両社は本合併によって、より充実した陸海空、国際複合一貫輸送体制を構築し、さらなる収益機会を

獲得し企業価値の最大化を実現してまいります。 

合併新会社は、両社の株主の期待に充分応えられるよう、企業価値の向上を目指してまいります。 

２．合併の要旨 

① 合併の日程 

合併契約書締結取締役会  平成18年４月27日 

合併契約書締結      平成18年４月27日 

合併契約書承認株主総会  平成18年６月28日 

合併期日         平成18年４月１日 

合併登記日        平成18年４月２日 

② 合併方式 

大運を存続会社、関西商運を消滅会社とする吸収合併方式 



３．合併比率 

① 株式の割当比率 

関西商運の株式１株に対して、大運の株式800株を割当交付する。 

② 合併により発行する新株式数 

普通株式 6,400,000株 

（株券交付日：平成19年４月１日以降 

 配当起算日：平成19年４月１日） 

４．合併交付金 

合併交付金の支払はありません。 

５．引継資産・負債の概要（平成19年３月31日現在） 

 
  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額 (千円)

  流動資産 628,754

  固定資産 1,152,907

  (内 のれん) 845,155

 資産合計 1,781,662

  流動負債 674,031

  固定負債 173,830

 負債合計 847,862

 純資産合計   933,800

 (内 資本準備金) (933,800)

 負債・純資産合計 1,781,662



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しており

ます。 

当社経営陣は、財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発資産・負債の

開示、ならびに報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行わねば

なりません。経営陣は、貸倒債権、投資、法人税等、財務活動、退職金、偶発事象に関する見積り及び

判断に対して、継続して評価を行っております。経営陣は、過去の実績や状況に応じ合理的であると考

えられる様々な要因に基づき、見積り及び判断を行い、その結果は、他の方法では判断しにくい資産・

負債の簿価及び収入・費用の報告数字についての判断の基礎となります。実際の結果は、見積り特有の

不確実性が存在するため、これらの見積りと異なる場合があります。 

  

(2) 当事業年度の経営成績の分析 

当事業年度の営業収入は、当社主力部門である港湾運送部門が引続き堅調で、5,411,474千円（前期

比+9.6%）を計上することができ、当社全体の営業収入6,843,510千円（前期比+7.5%）の増加に大きく

寄与しました。 

営業原価は、原油価格上昇の影響が一段落し、6,346,145千円（前期比+6.2%）と営業収入の増加割合

を下回りました。一般管理費においては、人件費の上昇等により、381,448千円（前期比+8.6%）となり

ました。その結果、営業利益は 115,916千円（前期比+207.3%）、経常利益は 113,147千円（前期比

+311.9%）となりました。 

税引前当期純利益は、197,280千円（前期比+13.0%）となりましたが、これは投資有価証券売却益

134,050千円（前期比△85,134千円）等に起因するものであります。  

 また、当期の税効果会計適用後の法人税等負担額は、102,160千円（前期比+37,512千円）であり、当

期純利益は 95,120千円（前期比△13.5%）となりました。 

  

(3) 戦略的現状と見通し 

国内及び海外の経済情勢は堅調に推移しておりますが、荷主メーカー自身の物流合理化により、収受

料金の下落も予想され、それに加え顧客からは、船便についても航空便並みに早期、廉価、安全に貨物

を引き渡す高度な業務を要望される厳しい状況になっております。 

このような状況の下、当社は多様化する荷主及び市場の要望と変化に応え得る企業として、中長期的

視点に立った施設の充実、新たな輸送方法の開発を目指しております。 

特に当社が重点的に取り組んでいることとしましては、上海事務所を基盤とした中国市場の更なる拡

充と新たな拠点作りがあります。国内におきましては、阪神港中心から関東・名古屋地方の実績を積み

重ねて、全国規模で対応できる企業への脱皮で営業拡大を図ってまいります。また、当社の将来的柱と

目される国際物流部門の輸出コンソリ貨物の集荷拡大を目指してまいります。 

  

(4) 財政状態の分析 

(流動資産) 

流動資産は、前期末に比べて14.9%増加し、3,259,178千円となりました。これは、主として現金及び

預金が287,781千円、関西商運株式会社等に対する短期貸付金が150,600千円増加したことなどによりま

す。 



(固定資産) 

固定資産は、前期末に比べて5.0%増加し、2,614,626千円となりました。これは、主として固定繰延

税金資産が65,211千円増加したことなどによります。 

(流動負債) 

流動負債は、前期末に比べて17.6%増加し、2,199,496千円となりました。これは、主として短期借入

金（一年内返済長期借入金を含む）が350,980千円増加したためであります。  

(固定負債) 

固定負債は、前期末に比べて38.6%増加し、996,575千円となりました。これは、主として長期借入金

が392,400千円増加したことによります。 

(純資産) 

純資産合計は、前期末に比べて2.6%減少し、2,684,612千円となりました。主な減少要因は、その他

有価証券評価差額金が112,541千円減少したことなどです。 

  

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当期における現金及び現金同等物の期末残高は、前期末比+449,848千円の1,905,863千円となりまし

た。最大の増加要因は、借入金の借入・返済による収支差743,380千円で、「財務活動によるキャッシ

ュ・フロー」は、689,299千円でありました。 

「営業活動におけるキャッシュ・フロー」は、法人税等の支払124,852千円が響き、△14,589千円と

なりました。「投資活動におけるキャッシュ・フロー」は、貸付金の貸付・回収による収支差△

150,600千円、有形固定資産の取得・売却による収支差△142,994千円などにより、△224,860千円であ

りました。 

  

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

りますが、ここ数年における当業界のビジネス環境の変化を鑑みると、当社を取り巻く事業環境は、更

に厳しさを増すことが予想されます。当社としましては、如何なる状況においても対応可能な企業体制

の確立とそれを担う人材の育成が急務となっております。 

  収入計画の完全実施と経費の更なる削減、また株主と連携した施策の実行による安定収益の確保と経

営の効率化を図ります。また安定した経営基盤を確立し、配当を継続できるよう注力してまいります。

   

       



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当期の設備投資の主なものは、国内本部のトレーラー等代替のための費用であり、総額166,677千円の

投資を実施いたしました。  

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 現在休止中の設備はありません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 上記の他、賃借設備の主なものは次のとおりであります。 

  

 
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

平成19年３月31日現在、実施中のもの並びに計画中のものはありません。 

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

工具・器
具・備品

合計

本社 
(大阪市西区)

港湾運送事業 
通関業

事務所設備 946 4,563       ― 7,740 13,249 39

神戸支店 
六甲物流センター 
神戸六甲フレート 
 ステーション 
(神戸市東灘区)

港湾運送事業 
通関業

保税上屋設備 
・土地他

137,898 618
573,132
(4,904)

1,133 712,782 19

名古屋支店 
(名古屋市中区)

港湾運送事業 
通関業

事務設備 15 408       ― 245 669 14

国内本部 
(大阪市住之江区)

貨物自動車運
送事業 
港湾運送事業

トレーラー・
シャーシー他

─ 171,407       ― 438 171,845 39

南港雑貨センター 
(大阪市住之江区)

港湾運送事業
フォークリフ
ト他

512 4,337       ― 594 5,443 14

南港物流センター 
(大阪市住之江区)

倉庫業
プラットホー
ム他

3,436 268       ― 108 3,812 ─

堺営業所 
(堺市)

倉庫業 倉庫上屋他 97,033 3,568       ― 340 100,942 3

東京営業所  
(東京都港区)

港 湾 運 送 事
業  
通関業

    ― ─ ─       ─ 102 102 4

上海事務所 
(中国)

 
 

事務所設備 62,108 ─       ― ─ ─ 1

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
年間リース料 

(千円)
リース契約
残高(千円)

各事業所分を一括して契約
してあるため一括表示して
おります。

港湾輸送事業・通関業
・貨物自動車運送事業
・倉庫業

ＮＥＣ製等コンピュ
ーター及び周辺機器

10,235 49,280



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権の行使の条件 

 (1) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。ただし、当社が1単元の株式の数を減少した場合には、

減少後の1単元またはその整数倍の数の株式を目的として、各新株予約権の一部を行使できるものとす

る。 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 52,243,375 58,643,375
大阪証券取引所
市場第二部

―

計 52,243,375 58,643,375 ― ―

株主総会の特別決議日（平成１６年６月２９日）

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数（個）  978（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 978,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 110 同左

新株予約権の行使期間
平成１８年７月１日～
平成２３年６月３０日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 １株当たり 110
資本組入額 １株当たり  55

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
 

新株予約権を譲渡するときは、取締
役会の承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

─ ─



 (2) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、従業員、顧問の地位にあることを要す。ただ

し、行使期間の開始前に任期満了による退任、定年退職した場合、平成18年7月1日から1年以内に限り新

株予約権を行使できるものとする。 

 (3) 新株予約権者は、行使期間中に当社の取締役、従業員、顧問を任期満了による退任、定年退職した場合、

当該退任、退職の日から６ヶ月以内に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合におい

ても、行使期間を超えて新株予約権を行使できないものとする。 

 (4) （2）及び（3）は、新株予約権者である取締役が当社の完全子会社またはそれに準ずる当社の非上場子会

社の取締役に就任するために取締役を退任し当社の顧問に就任した場合、及び新株予約権者である従業

員、顧問が当社の取締役に就任するために退職、退任した場合には適用されないものとする。 

 (5) その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権割当の対象者

との間で締結する契約に定めるものとする。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 平成14年６月27日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づく欠損てん補であります。 

２ 平成16年８月16日開催の取締役会決議に基づき、平成16年11月26日に１株につき0.2株の割合をもって行っ

た株主割当増資による増加であります。 

３ 平成17年６月29日開催の定時株主総会の決議に基づき、平成17年６月30日に資本準備金162,930千円を取り

崩して未処理損失の補填といたしました。 

４ 平成17年８月15日開催の取締役会決議に基づき、平成17年11月28日に１株につき0.2株の割合をもって行っ

た株主割当増資による増加であります。 

５ 平成19年４月１日付の関西商運㈱との合併により発行した新株式数は、普通株式6,400,000株であり、発行

済株式総残高は58,643,375株となりました。 

６ 平成19年４月１日付の関西商運㈱との合併による資本金の増加はありません。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式86,213株は「個人その他」に86単元及び「単元未満株式の状況」に213株含まれております。 

２ 「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が68単元含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年８月31日(注)1 ― 37,609,999 ― 1,915,119 △449,384 615

平成16年11月26日(注)2 6,492,587 44,102,586 162,314 2,077,434 162,314 162,930

平成17年６月30日(注)3 ― 44,102,586 ― 2,077,434 △162,930 ―

平成17年11月28日(注)4 8,140,789 52,243,375 244,223 2,321,658 244,223 244,223

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

─ 7 24 47 2 ─ 5,930 6,010 ―

所有株式数 
(単元)

─ 1,830 1,413 1,303 76 ─ 46,479 51,101 1,142,375

所有株式数 
の割合(％)

─ 3.58 2.77 2.55 0.15 ─ 90.95 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が68,000株(議決権68個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式213株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大運協力会社持株会 大阪市西区西本町１丁目10－10 1,578 3.02

柴 田 剛 志 千葉県市川市 1,365 2.61

大運従業員持株会 大阪市西区西本町１丁目10－10 1,010 1.93

加 藤 清 行 愛媛県新居浜市 765 1.46

大阪証券金融㈱ 大阪市中央区北浜２丁目4-6 748 1.43

藤 本 弘 和 大阪府吹田市 626 1.20

松 井 証 券 ㈱ 東京都千代田区麹町１丁目4 553 1.06

日 本 証 券 金 融 ㈱ 東京都中央区日本橋茅場町１丁目2-10 508 0.97

柴 田 芳 男 愛知県岡崎市 500 0.96

猪 狩 政 臣 茨城県笠間市 500 0.96

計 ― 8,155 15.61

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 86,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

51,015,000
51,015 ―

単元未満株式  
普通株式1,142,375 ― ―

発行済株式総数 52,243,375 ― ―

総株主の議決権 ― 51,015 ―



② 【自己株式】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成16年６月29日第84

期定時株主総会終結時に在任する取締役、従業員及び顧問に対して新株予約権を発行する旨平成16年６

月29日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 新株予約権の行使の条件 

 (1) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。ただし、当社が１単元の株式の数を減少した場合には、

減少後の１単元またはその整数倍の数の株式を目的として、各新株予約権の一部を行使できるものとす

る。 

 (2) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、従業員、顧問の地位にあることを要す。ただ

し、行使期間の開始前に任期満了による退任、定年退職した場合、平成18年７月１日から１年以内に限り

新株予約権を行使できるものとする。 

 (3) 新株予約権者は、行使期間中に当社の取締役、従業員、顧問を任期満了による退任、定年退職した場合、

当該退任、退職の日から６ヶ月以内に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合におい

ても、行使期間を超えて新株予約権を行使できないものとする。 

 (4) (2)及び(3)は、新株予約権者である取締役が当社の完全子会社またはそれに準ずる当社の非上場子会社の

取締役に就任するために取締役を退任し当社の顧問に就任した場合、及び新株予約権者である従業員、顧

問が当社の取締役に就任するために退職、退任した場合には適用されないものとする。 

 (5) その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権割当の対象者

との間で締結する契約に定めるものとする。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社大運

大阪市西区西本町 
１－10－10

86,000 ― 86,000 0.16

計 ― 86,000 ― 86,000 0.16

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役  ８
当社従業員  22 
当社顧問   ８

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 978,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株あたり 110

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成23年６月30日

新株予約権の行使の条件 (注)

新株予約権の譲渡に関する事項 
 

新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するものと
する。

代用払込みに関する事項                           ──

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

                          ──



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による取得 

 
(注) 当期間における保有株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) 当期間における保有株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り及

び買増請求による株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 16,748 2,037,098

当期間における取得自己株式 1,600 189,000

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他 600 70,255 5,800 680,400

保有自己株式数 86,213 ― 82,013 ─



３ 【配当政策】 

当社は、株主への利益還元を第一として、配当原資確保のための収益力を強化し、継続的かつ安定的

な利益配分を行なうことを基本方針としております。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を目指しておりますが、現状は当社収益力を

鑑み、年１回の配当とさせていただいております。今後につきましては、収益力の向上により、年２回

の配当を視野に入れて取り組んでおります。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主

総会であります。 

第87期の剰余金の配当につきましては、安定的な配当の継続と当期の業績等を勘案いたしまして、期

末配当において１株当たり１円50銭(普通配当１円、合併記念配当50銭)としております。 

内部留保金の使途につきましては、今後の事業展開への備えと財務体質の強化に投入してまいりま

す。 

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。 

(注) 基準日が当期に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

決議年月日 配当金の総額（円） １株当たり配当額（円）

平成19年６月28日定時株主総会 78,235,743 1.50(普通配当1.00、合併記念配当0.50）

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 114 82 132 212 165

最低(円) 39 41 65 96 93

月別 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月

最高(円) 114 111 106 125 127 132

最低(円) 104 97 93 96 112 116



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
会長  
 

澤 吉  修 昭和17年３月24日

昭和40年６月 大阪関汽商運㈱入社

(注)3 472

昭和63年１月 関西商運㈱入社

平成３年６月 同社取締役就任

平成５年６月 同社常務取締役就任

平成６年４月 同社取締役社長就任

平成19年４月 当社代表取締役会長就任(現)

代表取締役 
社長

髙 橋 健 一 昭和23年７月24日

昭和49年５月 当社入社

(注)4 90

平成７年10月 営業三部開発兼企画室課長

平成８年７月 営業三部開発兼企画室次長

平成９年７月 管理部部長兼企画室室長

平成14年６月 取締役企画室室長就任

平成15年６月 常務取締役企画室室長就任

平成16年４月 代表取締役専務営業本部長就任

平成19年４月 代表取締役社長就任(現)

代表取締役  
専務

社長補佐兼 
国内本部長

白 井 賢 一 昭和24年６月11日

昭和53年１月 当社入社

(注)5 49

平成２年７月 国内部運輸課課長代理

平成６年４月 国内部運輸次長

平成７年３月 国内部部長

平成10年６月 阪神ワーキング・サービス㈱代表取

締役就任

平成11年６月 取締役国内本部長就任

平成15年６月 常務取締役国内本部長就任

平成16年４月 代表取締役専務国内本部長就任(現)

平成19年４月 代表取締役専務社長補佐就任(現)

専務取締役 営業本部長 大 村  清 昭和20年11月５日

平成15年５月 当社入社

(注)5 39

平成15年５月 営業部部長

平成16年４月 執行役員営業副本部長就任

平成17年６月 常務取締役営業副本部長就任

平成19年４月 専務取締役営業本部長就任(現)

常務取締役 管理本部長 西 川 秀 夫 昭和24年８月７日

昭和45年10月 当社入社

(注)5 63

平成５年７月 管理部経理課課長

平成８年３月 管理部経理次長

平成10年８月 管理部部長

平成15年６月 取締役管理本部長就任

平成17年６月 常務取締役管理本部長就任(現)

常務取締役 営業副本部長 中 村 修 二 昭和24年７月15日

平成47年10月 大阪関汽商運㈱入社

(注)3 127

平成63年１月 関西商運㈱入社

平成10年６月 同社取締役就任

平成16年６月 同社常務取締役就任

平成19年４月 当社常務取締役営業副本部長就任

(現)

取締役  
相談役  

 
河 原 建 夫 昭和17年９月２日

昭和40年７月 日本トレード・サービス㈱入社

(注)5 120

昭和56年３月 当社入社

平成元年６月 開発部開発課長

平成２年７月 開発部次長

平成３年６月 開発部部長

平成５年６月 取締役営業副本部長兼開発部長就任

平成７年６月 常務取締役営業本部長就任

平成９年６月 専務取締役営業本部長就任

平成12年６月 代表取締役専務営業本部長就任

平成13年６月 代表取締役社長就任

平成19年４月 取締役相談役就任(現)

昭和42年４月 当社入社



 

  

 
(注) １ 加藤清行氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役 村山修、岩上順の両氏は、会社法第２条第16項に定める社外監査役であります。 

３ 平成19年４月１日合併に際して就任後、２年以内の終了する事業年度に関する定時株主総会の締結まで。 

４ 平成18年６月28日選任後、２年以内の終了する事業年度に関する定時株主総会の締結まで。 

５ 平成19年６月28日選任後、２年以内の終了する事業年度に関する定時株主総会の締結まで。 

６ 平成19年４月１日合併に際して就任後、４年以内の終了する事業年度に関する定時株主総会の締結まで。 

７ 平成19年６月28日選任後、４年以内の終了する事業年度に関する定時株主総会の締結まで。 

  

取締役 上海事務所所長 平 川 道 晴 昭和20年１月22日

平成元年６月 開発部複合輸送課課長

(注)4 23

平成２年７月 複合輸送部次長

平成４年５月 開発部部長

平成10年８月 国際物流部部長兼上海事務所所長

平成14年６月 取締役上海事務所所長就任(現)

取締役 港運事業部担当 中 山 幸 典 昭和26年１月18日

昭和48年４月 大阪関汽商運㈱入社

(注)3 63
昭和63年１月 関西商運㈱入社

平成14年６月 同社取締役就任

平成19年４月 当社取締役港運事業部担当就任(現)

取締役 加 藤 清 行 昭和31年４月22日

平成元年１月 ㈲新居浜ビジネスセンター代表取締

役(現) (注)5 876

平成15年６月 当社取締役就任(現)

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 
(常勤)

春 岡  夸 昭和14年１月28日

昭和11年11月 関西商運㈱監査役就任 

(注)6 32
平成13年３月 新富運送㈱代表取締役就任

平成17年３月 同社退任

平成19年４月 当社監査役就任

監査役 村 山   修 昭和12年９月10日

昭和34年６月 当社入社

(注)7 400

昭和40年６月 企業分離による退社

昭和40年６月 大阪関汽商運㈱入社

昭和63年１月 関西商運㈱入社

平成６年４月 同社取締役就任

平成６年６月 当社非常勤監査役就任(現)

平成８年６月 関西商運㈱専務取締役就任

平成16年６月 同社取締役副社長就任(現)

監査役 岩 上   順 昭和27年８月18日

昭和62年３月 新和監査法人（現：朝日監査法人）

入社

(注)7 ─
平成元年７月 独立開業するとともに、ファーサイ

ト監査法人設立に参加

代表社員に就任(現)

平成19年６月 当社非常勤監査役就任(現)

計



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、上場企業としての社会的使命と責任を

果たし、継続的な成長・発展を目指すため、コーポレート・ガバナンスの充実が重要な経営課題である

との認識に立ち、社外取締役及び複数の社外監査役の選任等による取締役会及び監査役会の機能強化、

労使協議による経営委員会の設置により会社経営の透明性を高め、株主の視点に立った施策の実施に努

めております。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの状況 

① 会社の機関の基本説明 

当社は監査役制度を採用しており、物流業者という事業の性格及び組織の規模から取締役を８名と

し、監査役は常勤監査役１名、社外監査役２名で監査役会を構成しており、迅速な経営判断と相互監

視及び適正な監査を行なう体制を敷いております。 

② 会社の機関等の関連図 

                                                                     (平成19年６月28日現在) 

 

  

    ③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

当社の内部統制システムとしましては、社外取締役及び社外監査役を選任することにより、会社の

経営・業務の監視を強め、経営委員会の設置により労使一体となった監視体制の中で更なる企業経営

の透明性の確保を目指しております。 



監査役会の監査は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等からその職務の執行状況

を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事務所において業務及び財産の状況を調査い

たします。また、会計監査人から報告及び説明を受け、計算書類等について検討いたします。 

なお、平成17年６月に内部監査機関として、社長直轄の内部監査室を設置し、その監査内容を監査

役会及び会計監査人に報告して承認を得ることといたしました。内部監査室は、当社の定款、業務規

定及び社内規定等に違反する行為がないか監査を行い、各部門に対する内部牽制体制を確立し、内部

統制の充実を図るものであります。 

  

(2) リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、会社経営に重大な影響を及ぼす様々な危機を事前に予知・未然に防止し、

万一発生した場合には迅速かつ的確に対処することにより被害を最小限に食い止め、平常の業務体制へ

早期に復帰するため、事故防止対策会議を開催し、当社のリスク管理体制の整備に取組んでおります。

また、随時当社顧問弁護士に相談し指導を受けております。 

  

(3) 役員報酬の内容 

  

 
 (注) 当期支給額には、使用人兼務取締役の使用人分の給与を含みません。 

  

(4) 監査報酬の内容 

  

 
 (注) １ 上記金額には、消費税を含みません。 

    ２ 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬以外の報酬はありません。 

  

(5) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人間関係、資本的関係、取引関係等の概要 

加藤取締役（社外取締役）は有限会社 新居浜ビジネスセンターの代表取締役であり、同社と当社の

間には取引関係及び資本関係はありません。また、同氏は当社株式765千株を保有しております。 

なお、いずれの取引も、定型的な取引であり、社外監査役個人が直接利害関係を有するものではあり

ません。 

  

(6) 会計監査の状況 

当社は友朋監査法人、三原公認会計士事務所（公認会計士 三原 康則）との、共同監査のかたちで

監査契約をしております。  

①監査業務を執行した公認会計士の氏名 

  池永 洋宣（友朋監査法人 代表社員） 

   提出会社の財務書類について、連続して16年監査関連業務を行っております。 

  三原 康則 

②監査業務に係る補助者の構成 

区分 支給人員 当期支給額

取締役 8名 73,980千円

監査役 ３名 6,720千円

計 11名 80,700千円

支払先 監査内容 当期報酬額

友朋監査法人及び 
三原公認会計士事務所

公認会計士法第２条第１項に規定する
業務に基づく報酬

14,380



  公認会計士２名 

③審査体制 

  友朋監査法人が採用する審査基準をもとに監査を受けております。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という)に基づいて作成しております。 

なお、第86期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、第87期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第86期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び第87期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表について、友朋

監査法人、公認会計士三原康則氏の監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は、子会社を有していないので、連結財務諸表は作成しておりません。 

  

  

  

１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 

第86期
(平成18年３月31日)

第87期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)
Ⅰ 流動資産
 １ 現金及び預金 ※１ 1,629,682 1,917,463
 ２ 受取手形 ※６ 25,392 11,953
 ３ 営業未収金 858,411 885,514
 ４ 有価証券 10,494 10,494
 ５ 貯蔵品 648 1,872
 ６ 前払費用 13,704 13,056
 ７ 短期貸付金 4,000 154,600
 ８ 未収消費税等 15,513 11,426
 ９ 未収入金 44,578 26,819
 10 繰延税金資産 26,719 31,015
 11 立替金 210,835 199,405
   貸倒引当金 △ 4,292 △4,443
   流動資産合計 2,835,688 53.1 3,259,178 55.4
Ⅱ 固定資産
 １ 有形固定資産
  (1) 建物 ※１ 652,113 715,913
    減価償却累計額 △ 392,691 259,422 △418,512 297,401
  (2) 構築物 26,284 26,284
    減価償却累計額 △ 21,528 4,756 △21,735 4,549
  (3) 機械装置 2,127 2,127
    減価償却累計額 △ 2,020 106 △2,020 106
  (4) 車両運搬具 649,722 654,398
    減価償却累計額 △ 500,239 149,483 △469,333 185,064
  (5) 工具器具備品 29,309 36,395
    減価償却累計額 △ 22,538 6,771 △25,693 10,701
  (6) 土地 ※１ 573,132 573,132
  (7) 建設仮勘定 57,405 ─
    有形固定資産合計 1,051,078 19.7 1,070,956 18.2
 ２ 無形固定資産
  (1) ソフトウェア 6,954 5,510
  (2) 電話専用権 367 328
  (3) 電話加入権 4,006 4,006
    無形固定資産合計 11,327 0.2 9,844 0.2
 ３ 投資その他の資産
  (1) 投資有価証券 983,842 1,001,934
  (2) 出資金 28,894 29,254
  (3) 長期貸付金 109,900 109,900
  (4) 破産債権・更生債権 93,917 27,177
  (5) 長期前払費用 16,196 9,964
  (6) 繰延税金資産 ─ 65,211
  (7) 長期立替金 322,921 380,271
  (8) 差入保証金 155,856 163,123
  (9) その他の投資 1,184 1,184
    貸倒引当金 ※２ △ 284,318 △254,196
    投資その他資産合計 1,428,395 26.7 1,533,825 26.1
    固定資産合計 2,490,800 46.6 2,614,626 44.5
Ⅲ 繰延資産
   新株発行費 19,077 6,879
   繰延資産合計 19,077 0.3 6,879 0.1
   資産合計 5,345,566 100.0 5,880,685 100.0



第86期
(平成18年３月31日)

第87期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※６ 111,652 93,719

 ２ 営業未払金 491,066 435,431

 ３ 短期借入金 
   (一部担保付)

※１ 590,000 835,000

 ４ 一年内に返済予定の 
   長期借入金(一部担保付) 

312,180 418,160

 ５ 一年内に返済予定の 
   社債 

※１ ─ 100,000

 ６ 未払金 49,183 41,657

 ７ 未払費用 17,320 32,075

 ８ 未払法人税等 113,009 113,964

 ９ 預り金 96,163 56,316

 10 賞与引当金 38,840 41,981

 11 設備関係手形債務 29,408 21,103

 12 その他の流動負債 21,343 10,087

   流動負債合計 1,870,168 34.8 2,199,496 37.4

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 
   (一部担保付)

※１ 493,660 886,060

 ２ 一年後に期限の到来する 
   設備関係手形債務

49,035 27,931

 ３ 社債 100,000 ─

 ４ 繰延税金負債 22,264 ─

 ５ 退職給付引当金 26,754 34,080

 ６ その他の固定負債 27,504 48,504

   固定負債合計 719,219 13.6 996,575 16.9

   負債合計 2,589,387 48.4 3,196,072 54.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 2,321,658 43.4 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 244,223 ―

 ２ その他の資本剰余金

 (1) 自己株式処分差益 96 ―

   資本剰余金合計 244,319 4.6 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 99,075 ―

   利益剰余金合計 99,075 1.9 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 100,733 1.9 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４ △ 9,607 △ 0.2 ― ―

   資本合計 2,756,178 51.6 ― ―

   資本・負債合計 5,345,566 100.0 ― ―



 

第86期
(平成18年３月31日)

第87期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 2,321,658 39.5

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 244,223

  (2) その他資本剰余金 ― 81

   資本剰余金合計 ― ― 244,305 4.1

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 5,217

  (2)その他利益剰余金 ― 136,804

   利益剰余金合計 ― ― 142,022 2.4

 ４ 自己株式 ― ― △11,565 △0.1

   株主資本合計 ― ― 2,696,420 45.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― △11,808

   評価・換算差額等合計 ― ― △11,808 △0.2

   純資産合計 ― ― 2,684,612 45.7

   負債・純資産合計 ― ― 5,880,685 100.0



② 【損益計算書】 

  
第86期

(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収入

 １ 港湾運送事業 ※１ 4,430,555 5,411,474

 ２ 自動車運送事業 1,199,851 1,208,582

 ３ その他 ※１ 734,868 6,365,275 100.0 223,452 6,843,510 100.0

Ⅱ 営業原価 5,976,594 93.9 6,346,145 92.7

   営業総利益 388,681 6.1 497,364 7.3

Ⅲ 一般管理費

 １ 役員報酬 69,931 80,700

 ２ 給料 70,285 69,616

 ３ 福利厚生費 39,121 45,288

 ４ 賞与引当金繰入 3,039 7,558

 ５ 退職給付費用 3,023 10,282

 ６ 租税公課 10,997 11,261

 ７ 交際費・会議費 9,523 7,698

 ８ 減価償却費 391 4,447

 ９ 賃借料 28,200 25,690

 10 その他 116,447 350,961 5.5 118,905 381,448 5.6

   営業利益 37,719 0.6 115,916 1.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 373 1,040

 ２ 受取配当金 8,137 8,762

 ３ 受取施設使用料 9,459 7,869

 ４ 受取役員報酬分担金 4,800 4,800

 ５ 受取事務費用分担金 7,608 7,442

 ６ 保険解約益 3,006 ─

 ７ 雑収入 13,102 46,486 0.7 28,253 58,167 0.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 40,206 40,475

 ２ 新株発行費償却 12,197 12,197

 ３ 雑損失 4,330 56,735 0.9 8,262 60,936 0.9

   経常利益 27,471 0.4 113,147 1.7



 
  

第86期
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 車両運搬具売却益 405 433

 ２ 投資有価証券売却益 219,185 219,590 3.4 134,050 134,484 2.0

Ⅶ 特別損失

 １ 車両運搬具売却損 193 134

 ２ 工具器具部品除却損 1,036 ─

 ３ 投資有価証券売却損 ─ 6,971

 ４ 貸倒引当金繰入 32,465 24,760

 ５ 貸倒損失 36,117 14,538

 ６ その他特別損失 ※２ 2,698 72,510 1.1 3,946 50,350 0.7

  税引前当期純利益 174,551 2.7 197,280 2.9

  法人税、住民税及び事業税 98,912 115,726

  法人税等調整額 △ 34,264 64,648 1.0 △13,566 102,160 1.5

  当期純利益 109,902 1.7 95,120 1.4

  前期繰越損失 10,827

  当期未処分利益 99,075



営業原価明細書 

  

 
  

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 荷役関係下払費

 １ 港湾運送費 3,643,935 3,981,405

 ２ 自動車運送費 562,184 550,784

 ３ 倉庫貨物費 142,411 114,355

 ４ 通関費 124,345 4,472,876 74.8 135,674 4,782,219 75.3

Ⅱ 作業運送費

 １ 賃金 324,671 327,909

 ２ 福利厚生費 73,846 70,467

 ３ 賞与引当金繰入額 1,357 32,984

 ４ 退職給付費用 9,740 14,694

 ５ 燃料油脂費 66,002 63,761

 ６ 修繕費 58,587 57,229

 ７ 減価償却費 54,143 76,613

 ８ 施設使用料 100,380 104,121

 ９ その他 61,882 750,614 12.6 62,343 810,125 12.8

Ⅲ 業務営業費

 １ 給料・賃金 413,799 377,198

 ２ 福利厚生費 74,661 72,386

 ３ 賞与引当金繰入額 922 47,708

 ４ 退職給付費用 23,124 12,929

 ５ 減価償却費 5,565 6,820

 ６ 賃借料 84,163 81,981

 ７ その他 150,866 753,103 12.6 154,775 753,799 11.9

    合計 5,976,594 6,346,145



③ 【株主資本等変動計算書】 

第87期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  
  

 
  

  

 
  

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合

計
資本金

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 2,321,658  244,223        96   244,319 ― 99,075 99,075 △9,607 2,655,445

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △52,173 △52,173 △52,173

 当期純利益 95,120 95,120 95,120

 自己株式の取得 △1,971 △1,971

 自己株式の処分 △15 △15 15 ─

 利益準備金繰入（注） 5,217 △5,217 ─ ─

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

─

事業年度中の変動額合計(千円) △15 △15 5,217 37,730 42,947 △1,963 40,974

平成19年３月31日残高(千円) 2,321,658 244,223 81 244,305 5,217 136,804 142,022 △11,565 2,696,420

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 100,733 100,733 2,756,178

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △52,173

 当期純利益 95,120

  自己株式の取得 △1,972

  自己株式の処分 △1

  利益準備金繰入（注） ─

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△112,541 △112,541 △112,541

事業年度中の変動額合計(千円) △112,541 △112,541 △71,567

平成19年３月31日残高(千円) △11,808 △11,808 2,684,612



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  
第86期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税引前当期純利益 174,551 197,280

 ２ 減価償却費 60,100 87,881

 ３ 繰延資産償却費 12,197 12,197

 ４ 貸倒引当金の増加額又は減少額 32,553 △29,970

 ５ 賞与引当金の増加額 5,320 3,141

 ６ 退職給付引当金の増加額   14,072 7,325

 ７ 受取利息及び受取配当金 △ 8,510 △9,802

 ８ 支払利息 40,206 40,475

 ９ 売上債権の増加額 △ 74,418 △19,716

 10 割引手形の減少額 △ 38,473 ─

 11 棚卸資産の増加額又は減少額 43 △1,223

 12 仕入債務の増加額又は減少額 46,350 △73,568

 13 長期前払費用の増加額又は 
   減少額

△ 11,161 4,671

 14 投資有価証券売却益 △ 219,185 △134,050

 15 投資有価証券売却損 ─ 6,971

 16 有形固定資産売却益 △ 405 △433

 17 有形固定資産売却損 193 134

 18 有形固定資産除却損 1,036 ─

 19 その他非資金損益項目の減少額 12,676 29,469

 20 その他の資産の増加額又は 
   減少額

△ 86 34,344

 21 その他の負債の減少額 △ 16,211 △12,364

    小計 30,849 142,762

 22 利息及び配当金の受取額 8,510 9,802

 23 利息の支払額 △ 39,846 △42,302

 24 法人税等の支払額 △ 7,782 △124,852

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 8,269 △14,589



第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △ 33,909 △12,706

 ２ 定期預金の払戻による収入 52,800 174,773

 ３ 有価証券の取得による支出 △ 7,220 ─

 ４ 有形固定資産の取得による支出 △ 87,145 △147,848

 ５ 有形固定資産の売却による収入 4,926 4,854

 ６ 投資有価証券の取得による支出 △ 847,599 △806,044

 ７ 投資有価証券の売却による収入 855,494 720,337

 ８ 貸付による支出 △ 16,500 △160,000

 ９ 貸付金の回収による収入 16,700 9,400

 10 出資金取得による支出 △ 360 △360

 11 その他投資活動による支出 △ 6,392 △7,646

 12 その他投資活動による収入 142 380

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 69,062 △224,860

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入による収入 1,950,000 1,980,000

 ２ 短期借入金の返済による支出 △ 2,133,000 △1,735,000

 ３ 長期借入による収入 400,000 899,000

 ４ 長期借入金の返済による支出 △ 366,924 △400,620

 ５ 新株発行による収入 488,447 ─

 ６ 新株発行費の支出 △ 20,639 ─

 ７ 配当金の支出額 ─ △52,109

 ８ 自己株式の売却による収入 415 33

 ９ 自己株式の取得による支出 △ 7,138 △2,005

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

311,160 689,299

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

― ─

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 233,829 449,848

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,222,185 1,456,014

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,456,014 1,905,863



⑤ 【利益処分計算書】 

  

 
（注）日付は株主総会承認日であります。 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

第86期事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

第87期事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

第86期
（平成18年６月28日）

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 99,075

Ⅱ 利益処分額

  配当金
 （１株につき１円）

52,173

  利益準備金繰入額 5,217 57,390

Ⅲ 次期繰越利益 41,684



重要な会計方針 

  
第86期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

   償却原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

 (1) 満期保有目的の債券

同左

 (2) その他有価証券

   時価のあるもの

   決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は、総

平均法により算定)

   時価のないもの

   評価基準及び評価方法は総平均法による原価法

 (2) その他有価証券

   時価のあるもの

   決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定)

   時価のないもの

   評価基準及び評価方法は移動平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  貯蔵品 先入先出法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

３ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法によっております。

   ただし建物については定額法によっております。

   なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

   ただし車両運搬具のうち、けん引車及び被けん引

車の法定耐用年数は４年でありますが、これを前

者については６年で、また後者については10年

で、償却しております。

３ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産
   定額法によっております。

   なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産
同左

 (3) 長期前払費用

   均等償却をしております。

   なお、償却期間については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。

 (3) 長期前払費用

同左

４ 重要な繰延資産の処理方法

 (1) 新株発行費

   商法施行規則規定の最長期間(３年間)で均等償却

しております。

４ 重要な繰延資産の処理方法

(1) 新株発行費

  ３年間で均等償却しております。

５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金 

 

  ① 一般債権

   貸倒実績率法による限度相当額を計上しており

ます。

５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、 

   回収不能見込み額を計上しております。

  ① 一般債権

同左

  ② 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

    財務内容評価法によっております。

  ② 貸倒懸念債権及び破産更生債権

同左



 
  

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 賞与引当金

   従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。

 (2) 賞与引当金

同左

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職金の支出に備えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び年金資産に基づき、当期末

に発生している額を計上しております。

   会計基準変更時差異(187,081千円)については、

15年による按分額を費用処理しております。

 (3) 退職給付引当金

同左

６ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

６ リース取引の処理方法

同左

７ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び取得日から

満期日までの期間が３ヶ月以内の定期預金でありま

す。

７ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

８ その他財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を

採用しております。

８ その他財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 

 
  
  

 
  

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当期から「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 会計基準適用指針第６号)を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

                     ────

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

──── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

2,684,612千円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当期における財務諸表

は、改正後の財務諸表等規則により作成しております。

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

──── （企業結合に係る会計基準等） 

 当期から「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議

会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会計

基準」（企業会計準備委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及びに事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計準備委員

会 最終改正平成18年12年22日 企業会計基準適用指針

第10号）を適用しております。



  

 
  

 
  

  

  

② ①以外の変更 

 
  

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

──── （自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正） 

 当期から、改正後の「自己株式及び準備金の額の減少

等に関する会計基準」（企業会計基準委員会最終改正平

成18年８月11日 企業会計基準第１号）及び「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 最終改正平成18年８月11日 企

業会計基準適用指針第２号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 財務諸表等規則の改正により、当期における財務諸表

は、改正後の財務諸表等規則により作成しております。

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

──── （ストック・オプション等に係る会計基準等） 

 当期から「ストック・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日企業会計

基準第８号）及び「ストック・オプション等に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会最終改正平成

18年５月31日 企業会計基準適用指針第11号）を適用し

ております。

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

──── （有価証券の評価基準） 

 従来、有価証券（満期保有目的のものを除く）の取得

原価は、総平均法により算定することしておりました

が、売却時における原価確定のため、当期から移動平均

法による算定に変更いたしました。 

 この変更による損益への影響は僅少であります。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

  

第86期 
(平成18年３月31日)

第87期
(平成19年３月31日)

 

※１ （担保資産）

このうち

預金 412,309千円

建物 134,985千円(帳簿価額)

土地 573,132千円(  〃  )

計 1,120,427千円(  〃  )

   は、短期借入金350,000千円、一年内に返済すべ

き長期借入金312,180千円及び長期借入金493,660

千円の担保に供しております。

 

※１ （担保資産）

このうち

預金 412,300千円

建物 127,304千円(帳簿価額)

土地 573,132千円(  〃  )

計 700,437千円(  〃  )

   は、短期借入金395,000千円、一年内に返済すべ

き長期借入金418,160千円及び長期借入金886,060

千円の担保に供しております。

※２ 貸倒懸念債権及び破産更生債権については財務内

容評価法によって、貸倒引当金として表示してお

ります。

※２ 貸倒懸念債権及び破産更生債権については財務内

容評価法によって、貸倒引当金として表示してお

ります。

 

 

※３ 会社が発行する株式の総数

普通株式 150,000,000株

   発行済株式総数

普通株式 52,243,375株

※３                   ―─ 

 

 

                     

 

※４ (自己株式の保有数)

普通株式 70,065株

※４                    ―─ 

※５ (配当制限)

   有価証券の時価評価により、純資産額が100,733

千円増加しております。

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。

 ※６                 ―─

※５          ―─

 

 

 

 

   

※６ 期末日満期手形の会計処理については、満期   
 日決済が行なわれたものとして処理しておりま 

   す。
  なお、当期末日が金融機関の休日であったた 

     め、次の期末日満期手形を満期日に決済が行な 
   われたものとして処理しております。

 ものとして処理しております。
  受取手形  4,847千円
  支払手形  3,458千円



(損益計算書関係) 

  

 
  

 
  

     第86期      第87期

(自 平成17年４月１日 (自 平成18年４月１日

 至 平成18年３月31日)  至 平成19年３月31日)

※１ 通関業収入506,274千円は、３ その他 734,868千

円に含まれております。

※１ 通関業収入527,199千円は、１ 港湾運送事業 

5,411,474千円に含まれております

     第86期      第87期

(自 平成17年４月１日 (自 平成18年４月１日

 至 平成18年３月31日)  至 平成19年３月31日)

※２ その他特別損失 2,698千円の内容 

出資金売却損等  2,698千円

※２ その他特別損失3,946千円の内容 

投資有価証券評価損  3,946千円 

 



(株主資本等変動計算書関係) 

  

第87期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 16,748株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元株式の市場への処分による減少 600株 

  
  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  
  
    (2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
  

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 52,243 ─ ─ 52,243

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 70,065 16,748 600 86,213

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 52,173 1 平成18年３月31日 平成18年６月29日

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり  
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 78,235 1.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,629,682千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △173,667 〃

現金及び現金同等物 1,456,014 〃

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,917,463千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △11,600〃

現金及び現金同等物 1,905,863〃

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

工具器具備品
(千円)

取得価額相当額 20,103

減価償却累計額 
相当額

12,915

期末残高相当額 7,188

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

車両運搬具等
(千円)

取得価額相当額 68,812

減価償却累計額
相当額

19,532

期末残高相当額 49,280

同左

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 6,528千円

１年超 660千円

合計 7,188千円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11,782千円

１年超 37,497千円

合計 49,280千円

同左

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 3,363千円

減価償却費相当額 3,363千円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 10,235千円

減価償却費相当額 10,235千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 当該事業年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

区分

第86期 
(平成18年３月31日)

第87期 
(平成19年３月31日)

取得原価 
 

(千円)

貸借対照表
計上額 
(千円)

差額
 

(千円)

取得原価
 

(千円)

貸借対照表 
計上額 
(千円)

差額 
 

(千円)

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

① 株式 538,059 710,116 172,057 320,283 381,272 60,998

② 債券 ― ― ― ─ ─ ─

③ その他 24,000 38,734 14,734 30,000 29,995 △5

小計 562,059 748,850 186,791 350,283 411,267 60,983

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

① 株式 187,141 171,083 △16,057 657,704 576,706 △80,997

② 債券 10,494 10,494 ― 10,494 10,494 ─

③ その他 ― ― ― ─ ─ ─

小計 197,635 181,577 △16,057 668,199 587,201 △80,997

合計 759,694 930,427 170,734 1,018,482 998,469 △20,013

区分
第86期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

売却額 (千円) 855,494 720,337

売却益の合計額 (千円) 219,185 134,050

売却損の合計額 (千円) ― 6,971

区分

第86期
(平成18年３月31日)

第87期 
(平成19年３月31日)

貸借対照表計上額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 63,906 13,960



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

(退職給付関係) 

  

 
  

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので該

当事項はありません。

同左

第86期 
(平成18年３月31日)

第87期
(平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  簡便法によっております。

  当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度(退職者の退職金の30％相当額を支給)及び退職一

時金制度をもうけております。

１ 採用している退職給付制度の概要

同左

２ 退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △183,995千円

(2) 年金資産 44,991

(3) 未積立退職給付債務 △139,003

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 112,248

(5) 退職給付引当金 △26,754

２ 退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △182,738千円

(2) 年金資産 48,883

(3) 未積立退職給付債務 △133,855

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 99,776

(5) 退職給付引当金 △34,080

３ 退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 23,416千円

(2) 会計基準変更時差異の費用処理額 12,472

(3) 合計 35,888

３ 退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 25,434千円

(2) 会計基準変更時差異の費用処理額 12,472

(3) 合計 37,906

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 会計基準変更時差異の金額 187,081千円

(2) 会計基準変更時差異の処理年数 15年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

同左



(ストック・オプション等関係) 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

 
  

(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの数 

 
②単価情報 

 
  

  会社名      提出会社

  決議年月日   平成16年６月29日

  付与対象者の区分及び人数（名）

  当社取締役  ８ 

  当社従業員    22 

  当社顧問   ８

  株式の種類及び付与数（株）   普通株式  978,000

  付与日   平成17年３月29日

  権利確定条件   定めなし

  対象勤務期間   定めなし

  権利行使期間   平成18年７月１日～平成23年６月30日

  会社名      提出会社

  決議年月日   平成16年６月29日

  権利確定前           

   期首（株）         ──

   付与（株）        ──

   失効（株）        ──

   権利確定（株）        ──

   未確定残（株）               ──

  権利確定後

   期首（株）       978,000

   権利確定（株）         ──

   権利行使（株）        ──

   失効（株）        ──

   未行使残（株）           978,000

  会社名      提出会社

  決議年月日   平成16年６月29日

  権利行使価格（円）         110

  行使時平均株価        ──



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

  

  

  

(持分法損益等) 

  

 
  

第86期 
(平成18年３月31日)

第87期
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

賞与引当金 15,924千円

未払事業税 10,471〃

未払事業所税 324〃

  繰延税金資産(流動)計 26,719〃

出資金 7,126〃

退職給付引当金 10,969〃

投資有価証券 1,025〃

貸倒引当金 94,067〃

評価性引当金 △65,452〃

  繰延税金資産(固定)計 47,735〃

その他有価証券評価差額金 70,000〃

  繰延税金負債(固定)合計 70,000〃

  繰延税金負債(固定)の純額 22,264〃

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

賞与引当金 17,212千円

未払事業税 7,380〃

その他 6,423〃

  繰延税金資産(流動)計 31,015〃

出資金 7,127〃

退職給付引当金 17,078〃

投資有価証券 1,025〃

貸倒引当金 95,139〃

その他有価証券 8,206〃

評価性引当金 △63,364〃

  繰延税金資産(固定)計 65,211〃

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.7％

受取配当金等永久に益金に算入されない 
項目

△0.1％

住民税均等割 2.4％

繰延税金資産に対する評価性引当金 △11.1％

その他 1.1％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.0％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6％

受取配当金等永久に益金に算入されない 
項目

△0.9％

住民税均等割 2.2％

繰延税金資産に対する評価性引当金 △0.4％

その他 7.3％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.8％

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   該当事項はありません。    該当事項はありません。



【関連当事者との取引】 

  

 
  

(企業結合等関係) 

  

 
  

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益 

  

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   該当事項はありません。    該当事項はありません。

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

                   ───    該当事項はありません。

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 52円83銭 １株当たり純資産額 51円47銭

１株当たり当期純利益 ２円35銭 １株当たり当期純利益 1円82銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

２円34銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

1円82銭

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額 (千円) 2,756,178 2,684,612

普通株式に係る純資産額 (千円) 2,756,178 2,684,612

差額の主な内訳 
 新株予約権

(千円) ─ ─

普通株式の発行済株式数 (千株) 52,243 52,243

普通株式の自己株式数 (千株) 70 86

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数

(千株) 52,173 52,127

第86期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益 (千円) 109,902 95,120

普通株式に係る当期純利益 (千円) 109,902 95,120

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 (千円) ― ─

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ─

普通株式の期中平均株式数 (千株) 46,803 52,165



(重要な後発事象) 

  

 
  

 第86期
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

第87期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 平成18年６月28日の株主総会において、当社と関西商
運株式会社（以下関西商運）との合併契約が承認されて
おります。 
 合併の概要は以下のとおりです。 
 
 当社及び関西商運は平成18年４月27日に各取締役会に
おいて、平成19年４月１日を期日とした合併についての
合併契約書を締結しております。  
１．合併の目的 
両社は本合併によって、より充実した陸海空、国際複合
一貫輸送体制を構築し、さらなる収益機会を獲得し企業
価値の最大化を実現してまいります。 
合併新会社は、両社の株主の期待に充分応えられるよ
う、企業価値の向上を目指してまいります。 
２．合併の要旨 
 ① 合併の日程 
   合併契約書締結取締役会 平成18年4月27日  
  合併契約書締結 平成18年4月27日  
  合併契約書承認株主総会 平成18年6月28日  
  合併期日 平成19年4月1日  
  合併登記日 平成19年4月2日 
 ② 合併方式  
  大運を存続会社、関西商運を消滅会社とする 
  吸収合併方式 
３．合併比率  
  ① 株式の割当比率  
  関西商運の株式1株に対して、大運の株式800株を 
  割当交付する。  
  ② 合併により発行する新株式数  
  普通株式 6,400,000株  
  （株券交付日：平成19年4月1日以降を予定。 
  配当起算日：平成19年4月1日）  
４. 合併交付金  
  合併交付金の支払いはありません。

当社は、平成19年４月１日をもって、当社を存続会
社、関西商運株式会社（以下関西商運）を消滅会社とす
る吸収合併により、両社の事業を統合いたしました。当
社は、事業統合に際し、普通株式 6,400,000株を、関
西商運の最終株主名簿に記載された株主に対して、その
所有する株式１株につき800株の割合で割当交付いたし
ました。 
 当社は企業結合の会計処理にあたり、「企業結合に関
する会計基準」（企業会計審議会 平成15年３月31日）
及び「企業結合会計基準及び「事業分離等会計基準に関
する適用指針第10号 平成17年12月27日）を適用し、具
体的には当社を取得企業、関西商運を被取得企業とした
パーチェス法を適用しております。 
(1)被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行っ
た主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後
企業の名称
①被取得企業の名称及び事業の内容
 被取得企業 関西商運 
 事業の内容 一般港運運送事業、普通倉庫業
②企業結合を行った主な理由
 両社は本合併によって、より充実した陸海空、国際複
合一貫輸送体制を構築し、さらなる収益機会を獲得し企
業価値の最大化を実現してまいります。 
 合併新会社は、両社の株主の期待に充分応えられるよ
う、企業価値の向上を目指してまいります。
③企業結合日
 平成19年4月1日 
④企業結合の法的形式
 当社を存続会社とし、関西商運を消滅会社とする吸収
合併方式
⑤結合後企業の名称
 株式会社大運
(2)被取得企業の取得原価及びその内訳。交付した株式
の種類別の交換比率及びその算定方法、交付株式数及び
評価額 
 被取得企業の取得原価は、933,800千円であり、その
内訳は、株式6,400株（普通株式）等であります。 
 株式割当比率につきましては、関西商運の株式１株に
対して当社の株式800株を割当交付いたしました。 
 算定方法につきましては、第三者機関が算定した結果
を参考に当事者間において決定しました。 
 なお、被取得企業である関西商運の取得原価につきま
しては、合併覚書調印日直前の時価を基礎に算定してお
ります。
(3)発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び
償却期間
①のれんの金額
 845,155千円
②発生原因
 企業結合時の時価純資産額が取得原価を下回ったた
め、その差額をのれんとして認識しております。
③償却方法及び償却期間
 発生時から20年の定額法で償却しております。
(4)企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の
額

流動資産 流動負債

628,754円 674,031千円

固定資産 固定負債

307,753千円 173,830千円

資産計 負債計

936,507千円 847,862千円



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【債券】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

その他有価証券

トレーディア㈱ 600,000 209,400

ソフトバンク㈱ 33,000 99,990

日本郵船㈱ 100,000 94,500

㈱三菱UFJフィナンシャルグループ 50 66,500

大日本スクリーン製造㈱ 50,000 44,550

㈱りそなホールディングス 120 38,040

松下電器産業㈱ 15,206 36,114

合同製鐵㈱ 50,000 31,500

みずほ信託銀行㈱ 120,000 31,320

㈱上組 30,000 30,420

その他43銘柄 703,794 289,605

計 1,702,170 971,939

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

(有価証券)

満期保有目的の債券

第825回 割引商工債券 5,000 4,997

第833回 割引商工債券 5,000 4,997

第834回 割引商工債券 500 499

計 10,500 10,494

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

その他有価証券

(証券投資信託の受益証券)
 株式インデックスファンド225

95,647,654 29,995

計 95,647,654        29,995       



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額の主なものは、次のとおりであります。 

建物       上海事務所建物その他      63,000千円（建設仮勘定からの振替額57,405千円）

車両運搬具        国内本部 トラクター ４台     37,492千円 

           国内本部 トレーラー 22台     47,944千円 

２ 当期減少額の主なものは、次のとおりであります。 

 
  

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却累 
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 652,113 63,800 ─ 715,913 418,512 25,820 297,401

 構築物 26,284 ─ ─ 26,284 21,735 207 4,549

 機械装置 2,127 ─ ─ 2,127 2,020 ─ 106

 車両運搬具 649,722 95,792 91,116 654,398 469,333 55,654 185,064

 工具器具備品 29,309 7,085 ─ 36,395 25,693 3,155 10,701

 土地 573,132 ─ ─ 573,132 ─ ─ 573,132

 建設仮勘定 57,405 ─ 57,405 ─ ─ ─ ─

有形固定資産計 1,990,096 166,677 148,522 2,008,252 937,295 84,837 1,070,956

無形固定資産

 ソフトウェア 7,220 ─ ─ 7,220 1,710 1,444 5,510

 電話専用権 1,019 ─ ─ 1,019 690 39 328

 電話加入権 4,006 ─ ─ 4,006 ─ ─ 4,006

無形固定資産計 12,245 ─ ─ 12,245 2,400 1,483 9,844

長期前払費用 33,632 750 ─ 34,383 24,418 6,982 9,964

繰延資産

 新株発行費 36,592 ─ ─ 36,592 29,712 12,197 6,879

繰延資産計 36,592 ─ ─ 36,592 29,712 12,197 6,879

車両運搬具  国内本部 トラクター 10台 91,116千円



【社債明細表】 

  

 
(注) １ 第１回、第２回社債はいずれも大阪市信用保証協会の保証付私募債であります。 

２ 当期末残高の括弧書表示は、１年以内に返済予定の残高であります。  

３ 貸借対照表日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年内における１年ごとの返済予定額の

総額 

  

 
  

【引当金明細表】 

  

 
  

銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率(％) 担保 償還期限

第１回社債(協会保証付)
平成12年 
12月５日

50,000
50,000

(50,000)
2.08 無担保社債

平成19年
12月５日
一括返済

第２回社債(協会保証付)
平成13年 
１月31日

50,000
50,000

(50,000)
2.08 無担保社債

平成20年
１月31日
一括返済

合計 ― 100,000
100,000

(100,000)
― ― ―

１年以内 
(千円)

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

100,000 ― ― ― ─

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 590,000 835,000 1.89 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 312,180 418,160 2.13 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

493,660 886,060 2.12
平成20年４月 
～平成24年２月

合計 1,395,840 2,139,220 ― ―

区分
１年超２年以内 

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内 

(千円)

長期借入金 378,960 362,060 102,760 42,280

その他の 
有利子負債

─ ─ ─ ─

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 288,610 24,912 54,882 ─ 258,640

賞与引当金 38,840 41,981 38,840 ─ 41,981

退職給付引当金 26,754 7,325 ─ ─ 34,080



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(1) 現金及び預金 

  

 
  

(2) 受取手形 

相手先別内訳 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

  

  

区分 金額(千円)

現金 14,398

預金

当座預金 1,221,163

普通預金 64,601

積立預金 11,600

定期預金 605,700

計 1,903,065

合計 1,917,463

相手先 金額(千円)

ミスズ工業㈱ 3,500

北川精機㈱ 3,311

シケン㈱ 2,047

小池貿易㈱ 1,044

ロザイ工業㈱ 992

その他 1,056

合計 11,953

期日 金額(千円)

平成19年４月満期 2,472

平成19年５月満期 5,604

平成19年６月満期 1,039

平成19年７月満期 789

平成19年８月満期 2,047

合計 11,953



(3) 営業未収金 

相手先別内訳 
  

 
  

営業未収金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

(4) 貯蔵品 
  

 
  
  

(5) 破産債権・更生債権 

  

 
  

相手先 金額(千円)

豊田通商㈱ 36,904

セイノーロジックス㈱ 32,021

㈱中央倉庫 30,451

㈱トランザップ ジャパン 28,525

日本包装運輸㈱ 27,305

その他 730,305

合計 885,514

前期繰越高 
 

(Ａ) 
(千円)

当期発生高 
 

(Ｂ) 
(千円)

当期回収高
 

(Ｃ) 
(千円)

次期繰越高
 

(Ｄ) 
(千円)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

858,411 6,987,522 6,960,420 885,514 88.7 45.5

品名 金額(千円)

印刷物 1,872

合計 1,872

相手先 金額(千円)

㈱宮本組 19,300

センガメンズウェア㈱ 3,697

㈱アサヒ産業 1,578

鬼頭㈱ 1,002

新日産業㈱ 1,000

㈱キタガワ 599

合計 27,177



(6) 長期立替金 

  

 
  

  

相手先 金額(千円)

阪神ワーキングサービス㈱ 192,007

ビジネスサポート㈱ 137,932

日本トレードサービス㈱ 46,830

その他 3,500

合計 380,271



(7)支払手形 

相手先別内訳 
  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

(8)営業未払金 
  

 
  

  

相手先 金額(千円)

野田屋運送㈱ 12,997

協立石油㈱ 9,817

進栄運輸㈲ 7,503

鐵新運輸㈱ 6,827

全日本検数協会 5,648

その他 50,926

合計 93,719

期日 金額(千円)

平成19年４月満期 44,175

平成19年５月満期 35,902

平成19年６月満期 13,640

合計 93,719

相手先 金額(千円)

関西商運㈱ 29,576

伊勢湾陸運㈱ 27,417

新富運送㈱ 22,694

進栄運輸㈲ 15,798

ミズタ物流㈱ 14,660

その他 325,283

合計 435,431



(9)短期借入金 

  

 
  

(10)一年内に返済予定の長期借入金 

  

 
  

(11)設備関係手形債務 

相手先別内訳 
  

 
  

期日別内訳 
  

 
  

区分 金額(千円)

りそな銀行 190,000

池田銀行 185,000

住友信託銀行 100,000

名古屋銀行 100,000

みなと銀行 90,000

みずほ銀行 70,000

その他 100,000

合計 835,000

区分 金額(千円)

関西ポート流通事業協同組合 183,360

名古屋銀行 84,000

みなと銀行 66,600

近畿大阪銀行 50,000

商工組合中央金庫 34,200

合計 418,160

相手先 金額(千円)

三井住友銀オートリース㈱ 17,752

㈱レックスリース 3,351

合計 21,103

期日 金額(千円)

平成19年４月満期 2,365

平成19年５月満期 2,370

平成19年６月満期 2,374

平成19年７月満期 2,127

平成19年８月満期 1,676

平成19年９月～平成20年３月満期 10,188

合計 21,103



(12)長期借入金 

  

 
  

(13)１年後に期限の到来する設備関係手形債務 

相手先別内訳 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 金額(千円)

関西ポート流通事業協同組合 302,860

近畿大阪銀行 200,000

商工組合中央金庫 185,800

みなと銀行 111,200

名古屋銀行 86,200

合計 886,060

相手先 金額(千円)

三井住友銀オートリース㈱ 27,931

合計 27,931

期日 金額(千円)

平成20年４月満期 1,432

平成20年５月満期 1,434

平成20年６月満期 1,437

平成20年７月満期 1,439

平成20年８月満期 1,441

平成20年９月以降満期 20,746

合計 27,931



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、50株券、10株券、１株券 
(但し、100株未満の株式について、その株数を表示した株券を発行することができ
る。)

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 大阪市において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第86期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 平成18年６月28日に近畿財務局

長に提出 

(2) 半期報告書 

中間会計期間 第87期中（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 平成18年12月22日に近畿

財務局長に提出 

(3) 訂正報告書 (平成18年３月26日提出の臨時報告書の訂正報告書)を平成18年４月27日に近畿財務局長に

提出 

  



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月28日

株式会社大運 

取締役会 御中 

 

  
 

  

当監査法人ならびに私は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社大運の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第86期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人ならびに私の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人ならびに私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人ならびに私に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を

得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法な

らびに経営者によって行われた見積りの評価を含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人ならびに私は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人ならびに私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、株式会社大運の平成18年３月31日現在の財政状態ならびに同日をもって終了する事業年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、平成18年６月28日の株主総会において関西商運株式会社との合

併契約が承認されている。 

会社と当監査法人又は業務執行社員ならびに私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。 

  

以 上 
  

監査法人の名称 友朋監査法人

代表社員 
業務執行社員 
公認会計士

  池  永  洋  宣  ㊞

事務所名 三原公認会計士事務所

公認会計士   三  原  康  則  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

株式会社大運 

取締役会 御中 

 

  
 

  

当監査法人ならびに私は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社大運の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第87期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人ならびに私の責任は独立の

立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人ならびに私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人ならびに私に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を

得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法な

らびに経営者によって行われた見積りの評価を含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人ならびに私は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人ならびに私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、株式会社大運の平成19年３月31日現在の財政状態ならびに同日をもって終了する事業年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、株式会社大運は平成19年４月１日に関西商運株式会社と合併し

ている。 

会社と当監査法人又は業務執行社員ならびに私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。 

  

以 上 
  

監査法人の名称 友朋監査法人

代表社員 
業務執行社員 
公認会計士

  池  永  洋  宣  ㊞

事務所名 三原公認会計士事務所

公認会計士   三  原  康  則  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管している。
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